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１．はじめに 

 

平成９年、河川整備計画の策定にあたって市民等の意

見を反映させる手続きが制度的に位置づけられた。それ

以降、多摩川水系河川整備計画“パートナーシップから

はじまる「いい川づくり」”1)が先駆けとなり、全国の

水系において創意工夫のもとで市民参加型の河川整備計

画策定が進められてきている。こうした事例の中には、

市民とのワークショップを通して、質の高い河川整備計

画が策定されたものも多い。しかし、流域委員会や市民

の参画の進め方について「河川法の趣旨に反する」とい

った批判がみられる2）など、河川整備計画策定への市民

の関与についての課題も一方で挙げられている。 

庄内川においても、平成15年から河川整備計画の策定

が進められており、PI(パブリック・インボルブメント)

を導入し、現在原案とりまとめの段階を迎えている。 

本稿では、PIによる庄内川水系河川整備計画策定の進

め方を振り返り、上述したような参加型の河川整備計画

策定における課題をPIで解決可能かどうかを検証すると

ともに、河川整備におけるPIの可能性や課題を明らかに

することをねらいとする。 

 

２．PI導入の背景 

 

庄内川では、平成12 年の東海豪雨災害を受け、治水

面の整備がより強く期待されるとともに防災や避難、災

害復興に関して世論の関心が高まっていた。 

また、派川である新川筋の自治体、住民からは、流

況調整河川木曽川導水事業の中止や、総合治水の効果、

流域内の治水安全度や上下流バランスについて、多数意

見が寄せられるところとなった。あわせて流域全体とし

ての水循環や水質の問題から、激特事業による河川環境 

への影響への懸念、愛知県区間と岐阜県区間における川 
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の呼び名の相違に至るまで、様々な意見が浮き彫りとな

ってきた。このため、こうした市民の多様な価値観やニ

ーズ、コンフリクトを調整しながら河川整備計画を策定

することが求められていた。 

一方、道路事業においては先進的なPI事例が散見され

ており、住民からの意見収集などに効果や有用性が確認

されていた3）4）。 

また、平成12年12月に河川審議会より、経済・社会変化

に対応した河川管理体系として『河川における市民団体等

の連携方策のあり方について』5）が答申されて河川整備に

関する市民関与が積極的に推進されるところとなり、15 

年6 月には『国土交通省所管の公共事業の構想段階におけ

る住民参加手続きガイドライン』6）が策定され、計画策定

段階における参加促進の気運がより一層高まっていた。 

このような背景から、庄内川の河川整備計画策定にお

いて、PIを採用することとなった。 

 

３．PIを導入した計画策定の体制 

 

河川整備計画の策定においては、流域委員会に計画検

討の全てを委ねた場合、行政になじみの深い学識者を集

めて、行政に都合の良い結果を意図的に導き出そうとし

ているのではないか、といった批判や、市民参加は形式

的にしか行われていないのではないか、といった疑念を

招くこともある。 

また市民にとって、もはや川づくりは行政が実行する

サービスとして認識されており、生活に密着したもので

はなくなっていることをさらに助長してしまい、古の時

代から引き継がれてきた「結」や「もやい」の精神が希

薄になるばかりか、災害にあっても他人事という意識に

なってしまう現状にある。 

個人の利益につながることでも地域の共同体が互助の

精神で助け合う、労働力や知恵を全体で共有する仕組み

が川づくりには大切であるという認識の下、庄内川水系

河川整備計画の策定においては、図－１のような体制を

構築するとともに、この体制を検討当初より公表して各

主体の役割を明確化した。 

このような体制とすることで、河川管理者である庄内

川河川事務所が主体的に計画の検討を進め、責任ある意

思決定が可能となった。 



 

 

 

（２）題目、著者名、脚注 

 a）題目 

 

 

 

 

図－１ 庄内川水系河川整備計画策定の推進体制 

 

３．計画策定プロセス 

 

（１）段階的な計画策定 

河川整備計画の策定においては、計画原案の公表から

市民参加が始められることがある。この場合、計画原案

を全ての構成要素が議論の対象となるため、議論が混乱

する可能性も高く、多くの様々な意見が一度に寄せられ

るため、反映が技術的に困難である。また、計画原案は

内部的な議論や承認の結果であるため、この段階での計

画内容の変更には抵抗感が生じる。 

庄内川では、検討のステップを４つに区切り、各ステ

ップでPIを行うこととした。このことによって、的を絞

った効率的な議論が可能となり、実質的に意見反映が可

能なプロセスとなった。また、各ステップの区切りとし

て検討結果をとりまとめたレポートを公表した。このレ

ポートを基礎に次のステップで議論を展開することで、

議論の後戻りなどを防ぐ効率化が図られ、実際に検討の

手戻りが生じなかった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－２ 庄内川水系河川整備計画策定のプロセス 

 

（２）アカウンタビリティと透明性の確保 

進め方が不明なまま計画策定が進められる場合、進め

方に対する不信感から紛糾を招くことや無関心を助長さ

せることもある。これを回避し、計画のアカウンタビリ

ティを確保するためには、進め方自体についても市民の

ニーズが反映され、現在の進行状況と今後の進め方を常

に市民が知ることができることが重要である。 

このため、発議の段階のオープンハウスにおいて、進

め方への期待やニーズを把握し、参加手法の設計に反映

した。また、PIの各種媒体において絶えずプロセスが示

された。このことで、市民が最新の進め方を常に確認で

きる状況が確保された。 

 

４．PI手法 

 

（１）関心の度合いに応じた参加機会の提供 

参加手法として説明会やアンケートが採用される場合

がある。これらの手法では、多くの情報が一度に提示さ

れるため、不十分な理解のもとに意見を言わざるを得な

いことや、言いたいことを十分に言えない可能性もある。

このため、これらの手法だけでは却って不満を募らせ、

行政不信に繋がる可能性もある。 

庄内川の場合には、ステークホルダーの各層に対して、

その関心の度合に応じて複数の手法が用意された。この

ことで、参加者は各々の関心や都合に合わせて手法を適

宜選択でき、十分な参加の機会を得る状況にあった。 

様々な参加の機会を通して得られた市民の意見の中に

も「知りたいことを知ることができた」、「言いたかっ

たことを言えた」といった意見や、オープンハウスを同

じ会場で継続的に開催していることに対して、「前にも

やっていたのを覚えている。こういうところでやっても

らえるとありがたい」といった意見も寄せられている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 

図－３ 庄内川水系河川整備計画策定におけるPI手法 

河川管理者（庄内川河川事務所）

土岐川庄内川地域懇談会 土岐川庄内川流域委員会

土岐川庄内川
行政連絡会議

市民意見交換会
・自由な意見交換の場

オープンハウス
・情報提供と意見収集の展示イベント

●ホームページ、ニューズレターでの
情報提供

●Eメールなどで意見を収集

河川に関して学識経験を有
する者の意見を聴くことを
目的とした委員会

流域市町との密接な連絡
を目的に設置

「河川整備計画」に反映

情報

意見

情報

意見

情報連絡

深く

広く

ニューズレター、意見ハガキ、町内会回覧チラシ

ホームページ、自治体広報紙、ダイレクトメールの活用

車座集会

市民意見交換会

オープンハウス

広域
市民

流域・
沿川住民

川に関心の高い
住民（活動団体等）

参加者の広がり

参

加

の
レ
ベ
ル

直接的な
利害関係者

直接的利害関係
者等へのヒア
リング

流域懇話集会

発議

整備上の
課題の検討

整備目標・
メニューの検討

河川整備計画
原案の検討

河川整備計画

・意見ハガキ

・Eメール

・オープンハウス

・流域懇話集会

・車座集会

・市民意見交換会

【計画策定の流れ】 【PI手法】

コレプロレポートvol.1
（整備上の課題案）

H16.10発行

コレプロレポートvol.2
（整備目標・メニュー案）

H18.10発行

コレプロレポートvol.3
（河川整備計画原案）

H19.5発行



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

（２）ファシリテーターの導入と傾聴 

「賛成、反対｣といった立場の主張や根拠がよく分か

らない提案を受け取る形式では、計画に反映不可能な意

見が残され、また数の多少で判断する形式では、意見の

代表性や重みづけが課題となることや、票集めを誘発し、

根本的な解決にならない。そこで、庄内川の取り組みで

は、発言の根拠(理由)となっている真のニーズ(利害や

関心)を掘り下げて確認する傾聴に力点をおいた。この

ことで、表面的な意見だけで反映の可否を決めていた事

案を廃し、真のニーズを計画に反映し、全ての関係者が

メリットを享受できる創造的な解決 (Win-Win-Situation)

を導くことが可能となった。 

具体的な取り組みとしては、対話の場において、市民

からニーズを引き出す技術に秀でたファシリテーター

(第三者の中立的な進行役)を導入した。また、会場の設

えは、市民と行政が対峙の構造にならず、ファシリテー

ターを中心として議論すべきテーマに集中できるような

工夫も施した。このことで、計画に反映し易い意見を把

握することができるとともに、前向きな雰囲気のもとで

積極的な対話を行うことができた。実際、参加者からは、

「ファシリテーターが介在することで、意見をよく言え

た」、「よく意見を聴いてくれた」といった声が寄せら

れており、高い満足感を示していることが伺えた。 

 

 

 

 

 

 

 

図－５ ファシリテーターが進行した対話型の集会 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
意見 
（市民の記述）

ファシリテーターが引き出
した意見（追加記述） 

ポイント 

橋のコーナ
ーごとに河原
へ降りる階段
をつくる。 

川に近づきたいから。遊歩
道として川沿いを歩けるよう
にしたいので。川と人が近
づけることが必要。 

「川に近づくことがで
きれば満足」という
真のニーズを掘り下
げた 

土岐津橋で
車のすれ違
いに困る。 

土岐津橋は狭くて老朽化も
している。危ないし車がす
れ違えない。人も歩けない
し、さらには災害時に壊れ
るのではと不安。交通量も
結構ある。川の流木などで
橋脚がダメージを受けたり
するという心配がある。 

「橋の老朽化や災害
時の強度の心配」
や、「橋を安全に歩
いて渡りたい」という
表面上は見えなかっ
たニーズを掘り下げ
た 

図－６ ファシリテーターがニーズを掘り下げた例 
 

（３）関心の喚起、信頼関係や協力関係の構築 

公的機関における説明会などの市民を待つタイプの

手法では、関心の高い人や時間がある人などしか来ない

ため、河川整備への関心を拡大することは困難である。 

そこで、ショッピングセンターなど市民にとって利

便性の高い場所でオープンハウスを開催し、普段関心を

持たない人や、わざわざ足を運ぶことができないサラリ

ーマンや主婦層が買い物ついでに気軽に参加できる機会

の拡大を図った。このことで河川整備への新たな関心を

喚起することができた。 

また、市民意見交換会は、市民固有の知恵やアイデ

アを計画に反映させるための場としてだけでなく、その

貴重な提案をメンバー自らが主体性を持って行政と協働

で実現化を支援していくための土台となり、「土岐川庄

内川交流会」に発展した。なお、本会では、本川を全川

踏破して流域の魅力資源マップを作成するなど、自主的

な活動として継続されている。 

しかし、行政に対する強い要望も依然として無いわ

けではなく、川づくりを市民自らの課題として捉えるの

ではなく、行政に任せきりになっている市民も多数存在

安く効率的
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図－４ 創造的な解決(Win-Win-Situation)のイメージ 
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していることも事実である。 

今後、「土岐川庄内川交流会」などの参加者を通じ

て、災害時などに自らが考え、地域への貢献や自助共助

などの発想を持って行動できるような市民が多く育つこ

とが期待される。 

  

５．今後のPIの展望や課題 

 

（１）河川整備計画に関する制度の改良 

河川計画は、道路等の計画とは異なり、自然公物を対

象とするため、検討の可能性が比較的狭い。つまり、道

路の場合には、どことどこをどのあたりで結ぶのか、と

いった、ルートの選択肢が多様に考えられるが、河川の

場合には、すでにそこに流れている川をどうするか、と

いったことが検討対象となり、選択肢が限られる。 

しかし、だからこそ洪水を川幅を広げて河道で受け持

つのか、川底を深く掘削するのか、あるいはダムや遊水

池で貯留して調節するのかなど、といった基本方針で扱

われる根本論について関与したいという市民のニーズは

高いと考えられる。 

庄内川においては、市民サイドでは大きな論争になら

なかったが、社会資本整備審議会の部会では、流域貯留

や氾濫許容地域の確保が大きな争点となった。 

現在の制度では、大枠となる河川整備基本方針につい

ては、市民関与の機会はほとんど与えられておらず、そ

の過程に市民が何の関与もできないことは、自分たちに

とって非常に重要なことが手の届かないところで決めら

れてしまう、という進め方についての不満を募らせ、行

政批判や不信を助長させている可能性も高い。 

また、基本方針策定後、短期間で整備計画をまとめあ

げるプロセスも、実質的に意見を把握して反映するため

の時間的な猶予が得られないことになるため、改良の余

地があると考えられる。 

現在審議中の『公共事業の構想段階における計画策定

プロセス研究会』7）での成果が待たれるところであるが、

財政的な制約や地域バランスを考慮して国民の生命や財

産を守るための基本的事項を行政が責任を持って決定す

べきであり、最も詳しい事業担当部局が計画づくりすべ

きことは明白である。こうした不満が河川管理者をはじ

め、公共事業者が自ら計画立案することに批判的な論調

を産んでいると考えられ、徹底した情報公開とより深い

関与を可能とするようなＰＩを取り入れた制度設計によ

り改良されていく必要があろう。 

 

（２）今後の市民の関与のあり方 

今回、PIの各種活動を通して、無関心な市民も庄内

川への関心を高めるきっかけとなった他、今回の取り組

みで集った有志による自主的な川づくり、協働の動きが

定着しつつあるとともに、土岐川、庄内川と地域で呼び

名が違う河川の流域内で市民が相互に関与し合い、行政

も含めた共同体意識を芽生えさせることができた。今後

の事業実施、工事実施の段階においても、引きつづき市

民の意見や知恵を集約し、反映する仕組みを用意するこ

とが重要と考えられる。 

現在、PIにより萌芽した参加意識を持つ有志が中心

となって、河川の見どころを紹介したガイドマップづく

りや生物調査など、地域資源を流域全体で共有ための自

主的な活動が行われている。 

また、水辺の楽校整備などにおいては、河川の生物

生息空間の拡充のために、市民が石倉積みや杭打ちなど

のエコアップ装置の整備や、外来植物等の駆除作業に自

ら参加することや、雑割石や木杭、調査用具などのオー

ナとして費用面で参加者をサポートするなどの試みを進

めることも考えており、流域に住まう市民や企業が

「結」や「もやい」の精神に立ち戻って川づくりに取り

組むことが期待される。 

 

６．まとめ 

 

河川整備計画の策定において、体制の組み方、計画検

討の進め方、参加機会の提供の仕方、コミュニケーショ

ンの方法などを誤れば、市民の不満や批判を招く可能性

もあり得る。しかし、庄内川の河川整備計画の策定にお

いては、PIの導入によって、①多様な市民のニーズや価

値観を掘り下げて真のニーズを捕捉すること、②市民の

意見を実質的に計画に反映すること、さらには③コンフ

リクトをマネジメントすること、を可能にした。 

このように、計画の検討にあわせて可能な限り情報を

ディスクローズし、市民がたえず川づくりの情報にアク

セスできるようにするとともに、いつでも意見やニーズ

を受け取れるように進めるPIは、河川整備の計画や事業

における参画の可能性を広げることになろう。 

またPIを活用した川づくりが、自分たちの世代の課

題、経験を未来に引き継ぐことの出来るような計画、地

域の共同体が互助の精神や知恵を全体で共有する機会と

なることを祈念している。 
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